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平成 31年３月 15日 

高知県教育委員会事務局 

特別支援教育課 

 

教育相談に係る個人情報の取り扱いについて 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 教育相談に係る個人情報の取り扱いについての基本的な考え方 

（１）所見書について 

 ・所見書とは、市町村（学校組合）が、教育支援委員会の資料とすることを目的に、教育相談を実施

した特別支援学校に依頼して作成された文書をさす。 

・所見書には、法令等の規定※１により、非開示とする個人情報が含まれるため、外部への公開は行

わない。また、複製し配付しない。 

※１：高知県個人情報保護条例第 16条第１項第 7号 事務事業に関する個人情報（参考資料１） 

（２）教育相談に係る個人情報の開示について 

 ・個人情報保護の観点から、本人又は保護者及び保護者の承諾を得た専門家に開示することができ

る。 

・本人又は保護者への開示については、２の手続きにより市町村（学校組合）教育委員会が行う。ま

た、保護者の承諾を得た専門家への開示については、３の手続きにより特別支援学校が行う。 

・本人又は保護者には、検査数値のみを開示し、その他の所見書の記載内容等は、適切と思われる内

容を口頭で説明する。（参考資料２） 

 

２ 市町村（学校組合）教育委員会が行う教育相談に係る個人情報の開示の手続きについて  

  〈基本的な流れ〉 

 ・開示の内容について説明し同意を得る。 

・開示資料（様式Ⅱ－１に準ずる）を 

作成する。 

  ・当日は運転免許証等で本人確認を行い、 

申請手続き（様式Ⅰに準ずる）をする。 

 ・開示資料（様式Ⅱ－１に準ずる）を 

説明し、渡す。 

・情報開示に関する記録簿（様式Ⅴ－１ 

に準ずる）を作成し、記録を残す。 

・関係書類を保管する。 

 

 高知県教育委員会は、インクルーシブ教育システムの構築に向けて、市町村（学校組合）教育委

員会が、障害のある子供に対する教育支援を円滑に進めることができるよう、教育相談体制の整備

を支援する。その中で、県立特別支援学校は、教育相談員派遣事業の実施を通じ、市町村（学校組

合）教育委員会に対して適切な情報提供を行う。 

 市町村（学校組合）教育委員会は、域内に住所が存する子供の適切な就学についての責任を負っ

ている。そのため、早期からの教育相談の機会を設定し、障害の状況の把握や保護者の意向を十分

に把握しながら、保護者との信頼関係を築いたうえで、適切な情報提供に努め、個人情報の取り扱

いに留意しつつ、障害のある子供の就学先決定にかかわっていくことが求められている。 

（参考：教育支援資料 平成 25年 10月 文部科学省初等中等教育局特別支援教育課） 
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３ 対象幼児児童生徒の関係する医療機関等（医師や心理専門職など）から、より専門的な情報

（WISC-Ⅳ下位検査）の提供を求められた場合の手続きについて 

  〈基本的な流れ〉 

○医療機関等は、依頼書（様式Ⅲ）及び保護者の同意書（様式Ⅳ）、返信用封筒を特別支援学校に

送付する。 

  ○特別支援学校は 

・開示資料（様式Ⅱ－２）を作成し、管理職の決裁を受けて、公文書として医師や心理専門職など

の専門家に送付する。 

  ・情報開示に関する記録簿（様式Ⅴ－２）を作成し、記録を残す。 

  ・情報提供した旨を市町村（学校組合）教育委員会へ報告する。 

・校内で関係書類を保管する。（５年）  

※保管期間については、実情に応じて各校において適切な期間に延長可。 

  

 

        

        

        

 

               

  

  

 

 

 

 

 

４ 教育相談及び個人情報の開示に関する留意事項 

・保護者から開示の要望があった場合には、開示の内容や方法について説明をしたうえで、申請を受

け付ける。 

・保護者等への開示に際しては、複数名で対応することが望ましい。 

・教育相談を実施する場合は、必ず市町村（学校組合）教育委員会を介して実施し、所見書の作成を

していない者についての開示請求があった場合は、市町村（学校組合）教育委員会が特別支援学校

に検査結果等の情報提供を依頼し対応する。その場合は、特別支援学校は「報告書」（様式Ⅱ－１

の内容）として検査結果等を市町村（学校組合）教育委員会に提供する。手続きは所見書の場合と

同様とする。 

・特別支援学校は、市町村（学校組合）教育委員会に対し、実施した教育相談に係る内容について

は、十分な情報提供を行う。 

・県立特別支援学校の幼稚部へ入学を希望する者と高等部の入学を希望する中学校の過年度の卒業生

の教育相談に特別支援学校が直接対応した場合の個人情報の開示については、特別支援学校が行

う。 

・市町村（学校組合）教育委員会は、保護者や学校等から、より具体的な支援方法を知りたい等

の要望があった場合は、巡回相談員派遣事業や特別支援学級等サポート事業につなげる等、継

続した教育支援の検討をすることが望ましい。 
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などの専門家 
      

保護者 

県立特別支援学校 

①同意書 
（様式Ⅳ） 
の依頼 

②同意書 
（様式Ⅳ） 

③依頼書（様式Ⅲ） 
同意書（様式Ⅳ）・返信用封筒 

④検査結果（様式Ⅱ－２） 

市町村（学校組合）教育委員会 

 

⑤報告 

※同意書及び依頼書は、関係機関で使用している様式でも可 


